
平成 18 年度財団法人紀南環境整備公社 

第２回理事会・評議員会合同会議 

次  第 

 

日 時  平成 18 年 6 月８日（木）    午後 1時 30 分  

場 所  田辺商工会議所 ３階 大会議室 

 

 

１．開 会 

 

２．理事長挨拶 

 

３．議長選出 

 

４．議事録署名人選出 

 

５．議事 

・第 4 号議案 財団法人紀南環境整備公社評議員の一部辞任に伴う後任者の選任 

について 

・第 5 号議案 平成 17 年度財団法人紀南環境整備公社事業報告について 

・第 6 号議案 平成 17 年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算について 

・第 7 号議案 財団法人紀南環境整備公社寄付行為の一部改正について 

・第 8 号議案 財団法人紀南環境整備公社組織規程の一部改正について 

・第 9 号議案 財団法人紀南環境整備公社文書規程の一部改正について 

・第 10 号議案 財団法人紀南環境整備公社公印規程の一部改正について 

・第 11 号議案 財団法人紀南環境整備公社就業規程の一部改正について 

・第 12 号議案 財団法人紀南環境整備公社会計規程の一部改正について 

・第 13 号議案 財団法人紀南環境整備公社給与規程の一部改正について 

 

６．候補地公表後の経過報告について 

 

７．その他 

 

８．閉会 
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第４号議案

財団法人紀南環境整備公社評議員の一部辞任に伴う後任者の選任について

財団法人紀南環境整備公社評議員の一部辞任に伴う後任者の選任については、次のとお

りとする。

なお、就任日は平成１８年６月８日とし、任期は平成１９年３月３１日までとする。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

辞 任 者 後 任 者

福原 惠一 生熊 和道

三前 雅信 植田 英明

島野 勝 須賀 節夫

上野 絹子 辻 良治

木下 定佳 出水 豊数

後 満 長井 保夫

梅本 富夫 花本 健
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第５号議案

平成１７年度財団法人紀南環境整備公社事業報告について

平成１７年度財団法人紀南環境整備公社事業報告は、次のとおりとする。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

平成１７年度財団法人紀南環境整備公社事業報告
（平成１７年７月１日～平成１８年３月３１日）

１ 概況

紀南地域は、一般廃棄物、産業廃棄物ともに最終処分機能が不足しており、県外処理

に依存している状況にある。

このため当公社は、地域内での適正処理を目指し、最終処分場等の廃棄物処理施設の

、 。整備を図ることを目的に昨年７月１日に産業界 市町村及び県の三者により設立された

今年度は、前身である紀南地域廃棄物処理促進協議会が選定した５２箇所の候補地群

から第１段階の絞り込みとして、全候補地を評価するための基準の作成とその基準に基

づく評価を行い、候補地５箇所を公表したところである。

２ 実施状況

（１）最終処分場建設候補地絞り込み事業（第１段階）

第１段階の絞り込みを行うため、各種調査を実施し、評価基準の作成及びその基準

に基づく全候補地の評価を行った。

・評価を行う際に専門的な見地からアドバイスを受ける技術アドバイザー会議（委

員１１名）を設置し、事前会議等を含め５回開催した。なお、作業の進捗に合わ

せて、専門分野ごとに個別にアドバイスを受けながら作業を進めてきた。

・評価基準の作成

・評価基準を作成するための調査の実施－調査機関はプロポーザル方式により決定

・評価基準に基づく全候補地の評価の実施

（２）廃棄物排出処理実態の把握と施設整備計画の策定準備事業

市町村への一般廃棄物実態調査及びヒアリングを実施し、最終処分場の規模等を精

査するための基礎資料の収集を行った。

（３）資源循環型社会構築に係る普及啓発事業

平成１６年３月答申の「紀南地域の廃棄物処理に係る適正処理方針」の達成を目指
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し、公社が行う事業について、第三者的立場から必要に応じて助言及び提言を行うた

めの機関「紀南の最終処分場を考える委員会 （委員１２名）を設置し、事前会議を」

含め４回開催した。検討内容は、以下のとおり

・情報公開と住民意見の把握方法

・候補地を公表する段階での留意事項

・公社のこれからの取り組み体制

（４）情報発信事業

、 、 。公社ホームページをリニューアルし 情報の発信 意見の受付体制の強化を図った

また、市町村広報紙や会議所・商工会の機関紙に公社事業の内容や進捗状況を掲載し

た。

（５）各種会議の開催状況

公社設立に伴う理事会及び評議員会を７月に開催するとともに、各団体の担当者か

らなる調整会議を適宜開催した。

（６）その他

平成１７年１２月１日に環境大臣から廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条

の５に基づく廃棄物処理センターの指定を受けた。

3



第６号議案
　　　平成１７年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算について

　平成１７年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算は、次のとおりとする。

　　平成１８年６月８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　財団法人紀南環境整備公社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　真　砂　充　敏

（単位：円）

予 算 額 決 算 額 差　異 備　考

Ⅰ　収入の部

１．基本財産運用収入 0 0 0

基本財産利息収入 0 0 0

２．負担金収入 53,006,000 53,006,000 0

県負担金収入 4,750,000 4,750,000 0

市町村負担金収入 48,256,000 48,256,000 0

３．寄付金収入 1,000,000 1,105,597 △ 105,597

寄付金収入 1,000,000 1,105,597 △ 105,597

４．雑収入 4,000 35,067 △ 31,067

受取利息 4,000 19,067 △ 15,067

雑収入 0 16,000 △ 16,000

５．基本財産収入 53,770,000 53,770,000 0

基本財産収入 53,770,000 53,770,000 0

６．借入金収入 0 0 0

短期借入金収入 0 0 0

当期収入合計(Ａ) 107,780,000 107,916,664 △ 136,664

前期繰越収支差額 － － －

収入合計(Ｂ) 107,780,000 107,916,664 △ 136,664

Ⅱ　支出の部

１．事業費 27,367,000 23,995,494 3,371,506

候補地調査事業費 8,613,000 8,479,393 133,607

普及啓発事業費 673,000 584,579 88,421

給料手当 11,100,000 10,965,786 134,214

法定福利費 2,450,000 2,326,344 123,656

福利厚生費 30,000 18,955 11,045

消耗品費 70,000 20,170 49,830

旅費交通費 480,000 475,712 4,288

通信運搬費 222,000 33,840 188,160

印刷製本費 86,000 0 86,000

燃料費 80,000 68,155 11,845

委託費 3,530,000 995,400 2,534,600

雑費 33,000 27,160 5,840

平成１７年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算書
平成１７年７月１日から平成１８年３月３１日まで

科　　　　　目
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予 算 額 決 算 額 差　異 備　考科　　　　　目

２．管理費 12,014,000 9,247,128 2,766,872

給料手当 6,050,000 5,902,352 147,648

賃金 1,336,000 0 1,336,000

法定福利費 970,000 914,932 55,068

福利厚生費 10,000 0 10,000

会議費 45,000 36,640 8,360

什器備品費 510,000 260,020 249,980

消耗品費 360,000 139,418 220,582

旅費交通費 350,000 183,580 166,420

通信運搬費 300,000 297,897 2,103

印刷製本費 665,000 662,558 2,442

燃料費 81,000 71,240 9,760

委託費 438,000 428,400 9,600

支払手数料 180,000 152,055 27,945

修繕費 150,000 33,390 116,610

賃借料 257,000 0 257,000

リース料 135,000 100,800 34,200

保険料 27,000 17,536 9,464

支払利息 0 0 0

租税公課 100,000 1,400 98,600

雑費 50,000 44,910 5,090

３．固定資産取得支出 287,000 246,750 40,250

什器備品費購入支出 250,000 246,750 3,250

電話加入権購入支出 37,000 0 37,000

４．借入金返済支出 0 0 0

短期借入金返済支出 0 0 0

５．特定預金支出 53,836,000 53,770,000 66,000

退職給与引当預金支出 66,000 0 66,000

基本財産特定預金支出 53,770,000 53,770,000 0

５．予備費 726,000 － 476,000 （注）

△ 250,000

当期支出合計(Ｃ) 93,980,000 87,259,372 6,720,628

当期収支差額(Ａ)-(Ｃ) 13,800,000 20,657,292 △ 6,857,292

次期繰越収支差額(Ｂ)-(Ｃ) 13,800,000 20,657,292 △ 6,857,292

（注）予備費△２５０,０００円は、固定資産取得支出の什器備品費購入支出に充当使用し、その科目の予算
    額の中に含めて表示している。
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正 味 財 産 増 減 計 算 書
平成１７年７月１日から平成１８年３月３１日まで

（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　額

Ⅰ　増加の部

１．資産増加額

当期収支差額 20,657,292

基本財産特定預金増加額 53,770,000

什器備品購入額 246,750 74,674,042

２．負債減少額 0

増加額合計 74,674,042

Ⅱ　減少の部

１．資産減少額

什器備品減価償却額 3,701 3,701

２．負債増加額 0

減少額合計 3,701

当期正味財産増加額 74,670,341

前期繰越正味財産額 －

期末正味財産合計額 74,670,341
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貸　借　対　照　表
平成１８年３月３１日現在

（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　額

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金 8,756

普通預金 9,597,072

定期預金 20,000,000

前払金 464,102

流動資産合計 30,069,930

２．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 53,770,000

基本財産合計 53,770,000

(2) その他の固定資産

什器備品 243,049

その他の固定資産合計 243,049

固定資産合計 54,013,049

資産合計 84,082,979

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 8,992,628

預り金 420,010

流動負債合計 9,412,638

２．固定負債

固定負債合計 0

負債合計 9,412,638

Ⅲ　正味財産の部

　　正味財産 74,670,341

　　（うち基本金） (53,770,000) 

　　（うち当期正味財産増加額） (74,670,341) 

負債及び正味財産合計 84,082,979
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計算書類に対する注記

１．重要な会計方針

 (1) 固定資産の減価償却の方法
　什器備品･････定額法によっている。

 (2) 資金の範囲
　資金の範囲には、現金・預金、未収金及び未払金等を含めている。なお、当期末残高は、下記３
に記載するとおりである。

 (3) 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

　基本財産

　　定期預金 － 53,770,000 0 53,770,000

合　計 － 53,770,000 0 53,770,000

３．次期繰越収支差額の内容

　次期繰越収支差額の内容は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期末残高

現　　　 金 － 8,756

普 通 預 金 － 9,597,072

定 期 預 金 － 20,000,000

前　払　金 － 464,102

合　計 － 30,069,930

未　払　金 － 8,992,628

預　り　金 － 420,010

合　計 － 9,412,638

次期繰越収支差額 － 20,657,292

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

什器備品 246,750 3,701 243,049

合　計 246,750 3,701 243,049
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財　　産　　目　　録
平成１８年３月３１日現在

（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　額

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金

現金　　 手許有高 8,756

普通預金 紀南農業協同組合・本所 18,332

普通預金 紀陽銀行・田辺支店 9,578,740

定期預金 紀南農業協同組合・本所 20,000,000

前払金

　　　　 保険料 6,993

　　　　 図書購読料 15,000

　　　　 会場借料 33,760

　　　　 ＥＴＣ前払割引 53,160

　　　　 共同研究費 355,189

　　流動資産合計 30,069,930

２．固定資産

(1) 基本財産

定期預金

みなべいなみ農業協同組合・南部支所 3,770,000

紀陽銀行・田辺支店 10,000,000

近畿労働金庫・田辺支店 10,000,000

紀南農業協同組合・本所 10,000,000

きのくに信用金庫・田辺支店 10,000,000

第三銀行・田辺支店 10,000,000

　　基本財産合計 53,770,000

(2) その他の固定資産

什器備品 データプロジェクター 243,049

　　その他の固定資産合計 243,049

　　固定資産合計 54,013,049

　　資産合計 84,082,979

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金

　　　　 保険料 3,025

　　　　 手数料 4,620

　　　　 電話料金 14,388

　　　　 コピーサービス料金 155,194

　　　　 給料手当 260,001

　　　　 業務委託料 8,555,400

預り金

　　　　 所得税及び住民税 420,010

　　流動負債合計 9,412,638

２．固定負債

　　固定負債合計 0

　　負債合計 9,412,638

　　　正味財産 74,670,341
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第７号議案
財団法人紀南環境整備公社寄付行為の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社の寄付行為の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

第４章 役員第４章 役員
（役員）（役員）

第１８条 公社には、次の役員を置く。第１８条 公社には、次の役員を置く。
(１) 理事 ９名以上１２名以内(１) 理事 ６人以上１２人以内

第６章 評議員会第６章 評議員会
（評議員）（評議員）

第３２条 公社に、評議員１５人以上２５人以内を置く。 第３２条 公社に、評議員２０人以上３０人以内を置く。

附 則
この寄付行為は、和歌山県知事の許可があった日から施行する。
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第８号議案
財団法人紀南環境整備公社事務局組織規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社事務局組織規程の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号に対応する同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号が存在しない場合には、

改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号を削る。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

（組織） （組織）
第２条 事務局に次に掲げるグループを置く。 第２条 事務局に次に掲げるグループを置く。

(１) 計画推進グループ (１) 総務管理グループ
(２) 用地施設グループ

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）
計画推進グループの事務分掌 各グループの事務分掌

(１) 総務事務に関すること １ 総務管理グループ
(２) 最終処分場整備事業に関すること (１) 理事会及びその他の会議に関すること
(３) 広報啓発に関すること (２) 予算決算に関すること
(４) 出納事務に関すること (３) 文書及び公印の管理に関すること

(４) 物品の管理に関すること
(５) 国庫補助、県費補助等に関すること
(６) 普及啓発事業の実施に関すること

２ 用地施設グループ
(１) 用地の絞込に関すること
(２) 廃棄物処理計画の策定・推進に関すること
(３) 施設整備計画の策定に関すること

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。
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第９号議案
財団法人紀南環境整備公社文書規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社文書規程の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

（文書取扱主任） （文書取扱主任）
第４条 事務局長は、公社における文書の取扱事務を総括し、計画 第４条 事務局長は、公社における文書の取扱事務を総括し、総務

推進グループに所属する事務局員のうちから文書取扱主任を指定 管理グループに所属する事務局員のうちから文書取扱主任を指定
する。 する。

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。
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第１０号議案
財団法人紀南環境整備公社公印規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社公印規程の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

（公印の保管） （公印の保管）
第４条 公印は、計画推進グループリーダ ーが保管する。 第４条 公印は、総務管理グループリーダーが保管する。
２ 計画推進グループリーダーは、公印を使用しないときは、厳重 ２ 総務管理グループリーダーは、公印を使用しないときは、厳重

に保管しなければならない。 に保管しなければならない。

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。

14



第１１号議案
財団法人紀南環境整備公社就業規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社就業規程の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

（出勤簿の整理及び保管） （出勤簿の整理及び保管）
第８条 出勤簿は、計画推進グループリーダーが整理して保管する 第８条 出勤簿は、総務管理グループリーダーが整理して保管する

ものとする。 ものとする。

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。
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第１２号議案
財団法人紀南環境整備公社会計規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社会計規程の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

（金銭出納員） （金銭出納員）
第１２条 金銭出納員は、会計伝票の審査並びに金銭（現金、預金 第１２条 金銭出納員は、会計伝票の審査並びに金銭（現金、預金

及び有価証券等をいう。以下同じ ）の出納及び保管事務にかかる 及び有価証券等をいう。以下同じ ）の出納及び保管事務にかかる。 。
責任者であって、計画推進グループリーダーをあてる。 責任者であって、総務管理グループリーダーをあてる。

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。
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第１３号議案
財団法人紀南環境整備公社給与規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社給与規程の一部を次のように改正する。
次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

平成１８年６月８日提出

財団法人紀南環境整備公社
理事長 真 砂 充 敏

改 正 後 改 正 前

（給与） （給与）
第２条 この規程において「給与」とは、給料、扶養手当、管理職 第２条 この規程において「給与」とは、給料、扶養手当、管理職

手当、地域手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、超過勤務 手当、調整手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当、超過勤務
手当、特殊勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤務手当、期 手当、特殊勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤務手当、期
末手当、勤勉手当及び退職手当とする。 末手当、勤勉手当及び退職手当とする。

（地域手当） （調整手当）
第９条 職員には、地域手当を支給する。 第９条 職員には、調整手当を支給する。

、 、 、２ 地域手当の月額は、給料、扶養手当及び管理職手当の合計額に、 ２ 調整手当の月額は 給料 扶養手当及び管理職手当の合計額に
次の支給割合以内の割合を乗じて得た額とする。 １００分の２の割合を乗じて得た額とする。

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度以降
なし1.5% 1% 1% 0.5%

第１９条 扶養手当、管理職手当、地域手当、通勤手当、住居手当 第１９条 扶養手当、管理職手当、調整手当、通勤手当、住居手当
及び単身赴任手当は当該月の給料支給日に支給する。 及び単身赴任手当は当該月の給料支給日に支給する。
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別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

別表第１（第３条関係）
１級 ２級 ３級 ４級 ５級

給与月額 給与月額 給与月額 給与月額 給与月額
円 円 円 円 円

1 134,000 183,800 221,100 262,300 289,700
2 135,100 185,600 223,000 264,400 292,000
3 136,200 187,400 224,900 266,500 294,300
4 137,300 189,200 226,800 268,600 296,600
5 138,400 190,800 228,600 270,700 298,700
6 139,500 192,600 230,600 272,800 301,000
7 140,600 194,400 232,600 274,900 303,300
8 141,700 196,200 234,600 277,000 305,600
9 142,800 198,000 236,600 279,100 307,800
10 144,100 199,800 238,600 281,200 310,100
11 145,400 201,600 240,600 283,300 312,400
12 146,700 203,400 242,600 285,400 314,700
13 148,000 205,000 244,600 287,500 316,900
14 149,500 206,900 246,600 289,600 319,100
15 151,000 208,800 248,600 291,700 321,300
16 152,500 210,700 250,600 293,800 323,500
17 153,800 212,600 252,600 295,900 325,700
18 155,300 214,600 254,600 298,000 327,800
19 156,800 216,600 256,600 300,100 329,900
20 158,300 218,600 258,600 302,200 332,000
21 159,700 220,400 260,500 304,300 334,100
22 162,300 222,400 262,400 306,400 336,200
23 164,900 224,400 264,300 308,500 338,300
24 167,500 226,400 266,200 310,600 340,400
25 170,200 228,300 268,200 312,600 342,300
26 171,900 230,200 270,100 314,700 344,300
27 173,600 232,100 272,000 316,800 346,300
28 175,300 234,000 273,900 318,900 348,300
29 176,800 235,700 275,800 320,900 350,200
30 178,600 237,300 277,700 323,000 352,100
31 180,400 238,900 279,600 325,100 354,000
32 182,200 240,500 281,500 327,200 355,900

級
号

別表第１（第３条関係）
級 １級 ２級 ３級 ４級 ５級

号 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額
円 円 円 円 円

1 134,400 184,400 218,200 235,700 275,600
2 138,800 191,400 226,200 244,600 284,800
3 143,300 198,600 234,600 253,700 294,300
4 148,500 205,700 243,500 262,300 304,100
5 154,300 213,300 252,500 270,800 313,800
6 160,200 221,100 260,900 279,400 323,700
7 170,700 229,000 269,300 288,000 333,600
8 177,400 236,400 277,600 296,400 343,300
9 184,400 242,800 285,700 304,800 352,700
10 190,200 249,200 293,600 313,100 361,900
11 195,500 255,400 301,300 321,100 370,900
12 200,700 260,900 308,600 328,500 379,600
13 205,800 266,400 315,600 335,900 388,000
14 210,700 271,400 322,400 343,100 395,000
15 215,100 276,500 328,400 348,600 400,500
16 219,500 281,000 334,000 353,300 405,200
17 223,700 285,000 337,600 357,300 409,400
18 228,000 288,700 340,900 360,600 412,900
19 231,200 291,900 344,000 363,400 416,600
20 234,100 294,200 346,300 366,300 420,100
21 237,200 296,100 348,500 368,800 423,600
22 240,100 298,100 350,800 371,300 427,100
23 243,000 300,000 353,000 373,800
24 244,800 302,000 355,200 376,400
25 303,900 357,600 379,000
26 305,700 359,800 381,600
27 307,600 362,100
28 309,600 364,300
29 311,500
30 313,400
31 315,300
32 317,100
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33 183,800 242,100 283,200 329,100 357,800
34 185,300 243,700 285,100 331,200 359,600
35 186,800 245,300 287,000 333,300 361,400
36 188,300 246,900 288,900 335,400 363,200
37 189,600 248,400 290,600 337,300 365,100
38 190,900 250,000 292,400 339,300 366,600
39 192,200 251,600 294,200 341,300 368,100
40 193,500 253,200 296,000 343,300 369,600
41 194,900 254,600 297,900 345,200 371,100
42 196,200 256,000 299,600 347,100 372,300
43 197,500 257,400 301,300 349,000 373,500
44 198,800 258,800 303,000 350,900 374,700
45 200,000 260,100 304,700 352,800 375,700
46 201,300 261,500 306,400 354,400 376,600
47 202,600 262,900 308,100 356,000 377,500
48 203,900 264,300 309,800 357,600 378,400
49 205,100 265,600 311,300 359,300 379,400
50 206,300 266,900 312,900 360,500 380,200
51 207,500 268,200 314,500 361,700 381,000
52 208,700 269,500 316,100 362,900 381,800
53 210,000 270,600 317,800 363,900 382,700
54 211,100 271,900 319,400 365,000 383,400
55 212,200 273,200 321,000 366,100 384,100
56 213,300 274,500 322,600 367,200 384,800
57 214,400 275,700 324,100 368,100 385,500
58 215,500 276,800 325,300 368,800 386,200
59 216,600 277,900 326,500 369,500 386,900
60 217,700 279,000 327,700 370,200 387,600
61 218,800 280,200 328,800 370,800 388,100
62 219,900 281,200 329,800 371,500 388,800
63 221,000 282,200 330,800 372,200 389,500
64 222,100 283,200 331,800 372,900 390,200
65 223,000 284,200 332,700 373,400 390,700
66 224,100 285,100 333,500 374,100 391,400
67 225,200 286,000 334,300 374,800 392,100
68 226,300 286,900 335,100 375,500 392,800
69 227,300 287,900 336,000 376,000 393,300
70 228,100 288,700 336,700 376,700 394,000
71 228,900 289,500 337,400 377,400 394,700

33
34
35
T1 246,600 318,900 366,500 384,200 430,600
T2 248,400 320,700 368,700 386,800 434,100
T3 250,200 322,500 370,900 389,400 437,600
T4 251,000 324,300 373,100 392,000 441,100
T5 253,800 326,100 375,300 394,600 444,600
T6 256,600 327,900 377,500 397,200 448,100
T7 257,400 329,700 379,700 399,800 451,600
T8 259,200 331,500 381,900 402,400 455,100
T9 261,000 333,300 384,100 405,000 458,600
TA 262,800 335,100 386,300 407,600 462,100
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72 229,700 290,300 338,100 378,100 395,400
73 230,500 291,100 338,600 378,600 395,900
74 231,200 291,600 339,200 379,300 396,600
75 231,900 292,100 339,800 380,000 397,300
76 232,600 292,600 340,400 380,700 398,000
77 233,400 293,000 340,800 381,200 398,500
78 234,200 293,400 341,300 381,800 399,200
79 235,000 293,800 341,800 382,400 399,900
80 235,800 294,200 342,300 383,000 400,600
81 236,500 294,500 342,800 383,700 401,100
82 237,200 294,900 343,300 384,300 401,800
83 237,900 295,300 343,800 384,900 402,500
84 238,600 295,700 344,300 385,500 403,200
85 239,400 296,000 344,800 386,200 403,700
86 240,100 296,400 345,300 386,800
87 240,800 296,800 345,800 387,400
88 241,500 297,200 346,300 388,000
89 242,300 297,500 346,700 388,700
90 242,800 297,900 347,200 389,300
91 243,300 298,300 347,700 389,900
92 243,800 298,700 348,200 390,500
93 244,100 298,900 348,500 391,200
94 299,300 349,000
95 299,700 349,500
96 300,100 350,000
97 300,300 350,300
98 300,700 350,800
99 301,100 351,300
100 301,500 351,800
101 301,700 352,100
102 302,100 352,500
103 302,500 352,900
104 302,900 353,300
105 303,100 353,800
106 303,500 354,200
107 303,900 354,600
108 304,300 355,000
109 304,500 355,500
110 304,900 355,900
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別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係）

111 305,300 356,300
112 305,700 356,700
113 305,900 357,200
114 306,300
115 306,700
116 307,100
117 307,300
118 307,600
119 307,900
120 308,200
121 308,600
122 308,900
123 309,200
124 309,500
125 309,900

別表第２（第４条関係）

職務の等級 標準的な職務の内容

１　事務局長の職務

２　きわめて高度の専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

４級（昇任後４年超） １　参事の職務

３級（昇任後４年間） ２　特に高度の専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　企画員の職務

２　高度の専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　専門員の職務

２　専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　主事又は技師の職務

２　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

５級

３級

２級

1級

別表第２（第４条関係）

職務の等級 標準的な職務の内容

１　事務局長の職務

２　きわめて高度の専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　参事の職務

２　特に高度の専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　企画員の職務

２　高度の専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　専門員の職務

２　専門的知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　主事又は技師の職務

２　相当の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

５級

３級

２級

1級

４級
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別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係）

別表第４（第７条関係） 別表第４（第７条関係）

別表第３（５条関係）

学歴 初任給

大学卒 １等級２５号級

短大卒 １等級１１号級

高校卒 １等級１号級

　　　　　　初任給基準表
別表第３（５条関係）

学歴 初任給

大学卒 １等級７号級

短大卒 １等級４号級

高校卒 １等級２号級

　　　　　　初任給基準表

別表第４（第７条関係）
扶養親族手当月額支給表

扶養親族 扶養親族 その他の

配偶者 １人目 ２人目 扶養親族

扶養親族である配

偶者を有する場合 １３，０００円 ６，０００円 ６，０００円 ５，０００円

配偶者がいない場

合 － １１，０００円 ６，０００円 ５，０００円

扶養親族でない配

偶者を有する場合 － ６，５００円 ６，０００円 ５，０００円

別表第４（第７条関係）
扶養親族手当月額支給表

扶養親族 扶養親族 その他の

配偶者 １人目 ２人目 扶養親族

扶養親族である配

偶者を有する場合 １３，５００円 ６，０００円 ６，０００円 ５，０００円

配偶者がいない場

合 － １１，０００円 ６，０００円 ５，０００円

扶養親族でない配

偶者を有する場合 － ６，５００円 ６，０００円 ５，０００円
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別表第７（第１１条関係） 別表第７（第１１条関係）

附 則
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。

別表第７条（第１１条関係）

支給対象者 支給月額

１　自ら居住するため住 　家賃の額が月額23,000円以
宅を借り受け月額12,000 下のときは、その額と12,000円
円を超える家賃を支払っ との差額、23,000円を超えると
ている職員 きは、その額と23,000円との差

額の1/2（16,000円を超えるとき
は16,000円）を11,000円に加算
した額（100円未満の端数が生
じるときは切り捨てる。）

２　その所有に係る住宅 　月額3,600円
に居住している職員で、
世帯主であるもの

住居手当支給額表
別表第７条（第１１条関係）

支給対象者 支給月額

１　自ら居住するため住 　家賃の額が月額23,000円以
宅を借り受け月額12,000 下のときは、その額と12,000円
円を超える家賃を支払っ との差額、23,000円以上のとき
ている職員 は、その額と23,000円との差額

の1/2（16,000円を超えるときは
16,000円）を11,000円に加算し
た額（100円未満の端数が生じ
るときは切り捨てる。）

２　その所有に係る住宅 　月額3,600円
に居住している職員で、
世帯主であるもの

住居手当支給額表
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